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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東京大学 学長名 小宮山宏 拠点番号 J04 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

生物多様性・生態系再生研究拠点 

(Biodiversity and Ecosystem Restoration) 

    研究分野及びキーワード <研究分野：複合新領域>(生物多様性保全)(生態系影響評価)(保全生物)(環境修復技術)(自然再生) 

３．専攻等名 
大学院農学生命科学研究科生圏システム学専攻,同農学国際専攻,同生物･環境工学専攻,同森林科学専攻,同応用生命工

学専攻,海洋研究所海洋化学部門,同海洋生命科学部門,アジア生物資源環境研究センター,生物生産工学研究センター 

４．事業推進担当者            計  19名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 
所属部局(専攻等)・職名 

現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項) 

（拠点リーダー） 

WASHITANI IZUMI 

鷲 谷 いづみ 

 

大学院農学生命科学研究科(生圏システ

ム学専攻)･教授 

 

保全生態学･理学博士 

 

総括・順応的管理（グループリーダー）・ 

モニタリング 

HAYASHI YOSHIHIRO 

林   良  博 

大学院農学生命科学研究科(農学国際専

攻)･教授 

獣医解剖学・ 

農学博士 

順応的管理 

INOUE MAKOTO 

井 上  真 

大学院農学生命科学研究科(農学国際専

攻)･教授 

森林社会学･ 

農学博士 

順応的管理 

MORITA SHIGENORI 

森 田 茂 紀 

大学院農学生命科学研究科(生圏システ

ム学専攻)･教授 

作物栽培学･ 

根生態学･農学博士 

順応的管理 

 

YAMAGISHI JUNKO 

山 岸 順 子 

大学院農学生命科学研究科(生圏システ

ム学専攻)･准教授 

作物栽培学･雑草学･農学

博士 

順応的管理 

 

NISHIDA MUTSUMI 

西  田  睦 

海洋研究所(海洋生命科学部門)・教授 進化生物学・保全遺伝学･

農学博士 

モニタリング（グループリーダー）・順応的管理 

HIGUCHI HIROYOSHI 

樋 口 広 芳 

大学院農学生命科学研究科(生圏システ

ム学専攻)･教授 

生物多様性科学･保全生

物学･農学博士 

モニタリング 

 

TSUKAMOTO KATSUMI 

塚 本 勝 巳 

海洋研究所(海洋生命科学部門)・教授 海洋生物科学･農学博士 モニタリング 

 

TAKEUCHI KAZUHIKO 

武 内 和 彦 

大学院農学生命科学研究科(生圏システ

ム学専攻)･教授 

緑地環境学･地域生態学･

農学博士 

アセスメント（グループリーダー） 

OOMASA KENJI 

大 政 謙 次 

大学院農学生命科学研究科(生物･環境

工学専攻)･教授 

生物環境情報工学･工学

博士 

アセスメント 

KOJIMA KATSUMI 

小 島 克 己 

アジア生物資源環境研究センター(生物

資源開発大部門)・教授 

造林学･樹木生理学･農学

博士 

アセスメント 

 

SHIOZAWA SHO 

塩 沢  昌 

大学院農学生命科学研究科(生物･環境

工学専攻)･教授 

土地環境情報工学･農学

博士 

アセスメント 

HOGETSU TAIZO 

宝 月 岱 造 

大学院農学生命科学研究科(森林科学専

攻)・教授 

森林分子生態学･理学博

士 

再生技術（グループリーダー） 

KOIKE ISAO 

小 池 勲 夫 

海洋研究所(海洋化学部門)・教授 微生物生態学・海洋化

学・理学博士 

再生技術 

（平成19年3月31日に退職のため辞退） 

MIYAZAKI TSUYOSHI 

宮 崎  毅 

大学院農学生命科学研究科(生物･環境

工学専攻)･教授 

環境地水学･土壌物理環

境学･農学博士 

再生技術 

 

TANGE TAKESHI 

丹 下  健 

大学院農学生命科学研究科(森林科学専

攻)･教授 

造林学･森林生理生態学･

農学博士 

再生技術 

 

SHOUN HIROFUMI 

祥 雲 弘 文 

大学院農学生命科学研究科(応用生命工

学専攻)･教授 

酵素学･応用微生物学･農

学博士 

再生技術 

 

FUJIWARA TORU 

藤 原  徹 

生物生産工学研究センター(植物機能工

学研究分野)・助教授 

植物栄養学･分子遺伝学･

農学博士 

再生技術 

 

KITOH SHUICHI 

鬼 頭  秀一 

大学院新領域創成科学研究科・農学生命

科学研究科（兼担）教授 

環境倫理学・科学技術社

会論 

順応的管理 

(平成18年4月1日に追加) 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 122,000 164,500 164,800 
154,260 

（15,426） 

151,000 

（15,100） 

756,560 

（30,526） 
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６．拠点形成の目的 

 

 本拠点は、生物多様性の急激な低下、気候変

動、環境汚染、土地劣化、資源枯渇など、現代

の人類が直面している深刻な生態系の機能不

全の問題の解決をめざし、生態系の保全・再生

の取り組みを成功に導くために不可欠な、新た

な科学の樹立を目標とした。そのため、関連研

究領域のダイナミックな再編により、①人類に

とっての喫緊の課題に貢献する、新たな研究領

域の国際的な研究・情報交流拠点を確立し、②

21世紀の社会が求める総合的、俯瞰的視野を持

った研究者ならびに社会の多様な分野で活躍

する人材の育成を行うことを目的とした。 

 20世紀の最後の四半世紀には深刻な生態系

の機能不全が顕在化し、従来の自然資源管理の

あり方への深い反省が生じた。一方、国際的な

連携によりそれらの解決をめざす「生物多様性

条約」、「森林原則声明」、「砂漠化対処条約」

等の枠組みにも依拠しながら、エコシステム・

アプローチにもとづく生物多様性と健全な生

態系を保全・再生する事業が世界各地で盛んに

なっている。欧米諸国においては順応的管理

（adaptive management）手法を取り入れた新

たな管理のあり方が模索され、すでに多様な国

家プロジェクトが開始されている。生態系規模

の実験ともいえる再生事業を成功に導くため

には、新たな科学、すなわち、従来の科学の課

題、体制、手法の枠に囚われず、人類にとって

の新規課題ともいえる再生事業をリードする

新たな科学が強く求められている。特定の対象

にのみ視野を限定し、固定的な管理目標のもと

で短期的な便益最大化をめざす管理手法と技

術を重視してきた従来型の自然資源管理に係

わる科学技術は、俯瞰的視野から要素や機能の

望ましい状態を見据えることが求められる持

続可能性確保のための管理・再生の課題に応え

ることができないからである。 

 本拠点では、そのような、新たな総合的かつ

実践的な科学の樹立をはかることを目指した。

すなわち、森林、農地、緑地、海洋などを対象

にした自然資源管理や土地利用計画などにか

かわってきた農学生命科学および海洋科学の

諸分野を縦糸に、生物多様性の保全、健全な生

態系の維持という新たな社会的課題に寄与す

べく最近になって発展しはじめた環境情報学、

保全生態学、保全遺伝学、環境修復学を横糸に、

環境再生の世紀、21世紀にふさわしい新たな科

学と技術の体系を編もうというものであった。 

 

７．研究実施計画 

 
 本拠点では、国内およびアジア地域において、

長年、人間生活と調和的にそこでの自然資源が

維持・利用されていたにもかかわらず、近年の

劣化が著しく、再生が緊急課題となっている森

林-草原、海域-陸水域-陸域など、生態系間の「移
行域」を主要な現場として研究する。主要な現

場にはフィールド研究ステーション（モンゴ

ル・ウランバートル；海域-陸水域-陸域：茨城
県・霞ヶ浦）を設け、研究・教育活動の拠点と

した。 
 生物多様性・生態系の再生計画の立案にあた

っては、過去から現在にわたる歴史的な視点に

立ち、自然的環境条件および人間活動と自然と

のダイナミックな関係を「攪乱」、「ストレス」

などの生態的作用力にも留意しつつ科学的に

把握し（アセスメント）、複合的に作用しなが

ら生態系の健全性と生物多様性に負の影響を

及ぼしている人為的、自然的要因とそれらの相

互連関性を分析した上で、順応的手法で事業を

進めることが有効であると考えられる（順応的

管理）。また、その生態系の特性に応じ、生物

多様性保全という目標と矛盾のない再生技術

を個別に開発する必要がある（再生技術）。 
 これら、再生事業・自然資源管理に必須な科

学的・技術的課題全般を考慮し、本拠点では次

の4つのグループを組織して研究を進めた。各
グループは、現場を共有し、あるいは相互に密

接にテーマを関連させながら研究を進めた。そ

れぞれの研究計画、活動内容の概要は次の通り

である。 
 
A.「順応的管理」グループ 
 種、個体群、生物間相互作用、生物群集など

を指標とした保全・再生のための計画立案の手

順と手法、仮説－検証サイクルに倣った推進体

制の構築などを中心に、順応的管理手法による

事業や管理のあり方を、国内外のフィールド研

究ステーションを活用し、生物・生態系の視点
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から実践的に研究した。特に、メタ個体群動態、

動植物の移動分散、集団遺伝学的動態、土壌シ

ードバンク、生物間相互作用などについての十

分な知見にもとづく保全・再生計画の作成手順、

および植生、農地、生物資源の最適な管理手法

の実験的・理論的検討の研究に重点を置いた。 
 
B.「モニタリング」グループ 
 生物多様性や生態系を指標する重要要素や

関係を捉えて適切なスケールでモニタリング

することは、事業や管理の「目標像」の明確化、

効果予測、事後監視による事業の検証などに不

可欠である。本グループは、そのための監視・

評価手法を、他のグループの活動と密接に連携

させながら実践的に検討した。 
 
C．「アセスメント」グループ 
 過去から現在にわたる土地利用や環境要素

の変化の履歴を明らかにし、広域的あるいは地

域的に環境要素の分布パターンなどの空間情

報を解析することは、さまざまなタイプの人間

活動が生態系に与える影響を分析・評価し、適

切な再生・管理計画の立案に欠かせない重要な

情報を抽出するために必須である。本グループ

はGISなどを用いた広域的生態系機能解析など、
時間-空間情報解析に重点をおいたアセスメン
ト技術を現場拠点を活用しながら研究した。 
 
D．「再生技術」グループ 
 生態系再生は、さまざまな要素技術が総合さ

れたところに成り立つ。本拠点では、その中で

も陸域・沿岸域における土壌・基質－植生系、

および藻場や水草帯の再生に係わる技術を重

視し、開発された技術については現場における

実証研究を行った。 
 

８．教育実施計画 

 
 生物多様性・生態系再生の実践的研究を通じ、

新たなフィールド・サイエンスの確立を目指す本拠

点形成プログラムへ大学院生及び博士研究員が

積極的に参加することにより、科学的な基礎力と学

際的な総合力及びそれらを基にした政策参与能

力をもつ自立した若手研究者の育成を目指した。

またフィールドにおいて研究を実践していく過程で、

海外の共同研究者、環境関連NPO、環境行政担

当者、小・中学校教員、企業の環境マネジメント担

当者あるいは市民と協働することにより、社会の現

実と乖離せず問題を解決する能力を持つ若手研

究者の育成を目指した。具体的には次のプログラ

ムを実行した。 
 
1. プログラムに参加する博士課程学生の公募 
 学内において本拠点形成プログラムに参加する

博士課程学生を公募することとした。プログラムに

参加することにより研究が大きく展開すると考える

博士課程学生が応募するものとし、審査によりプロ

グラム参加者を選定し、リサーチアシスタント（RA）

として採用することとした。 
 
2. プログラムに参加する博士研究員の国際公募 
 国内での公募に加え、これまでの国際共同研究

や国際学術交流のネットワークを通じ、本拠点形

成プログラムの研究を推進する博士研究員（研究

拠点形成特任研究員；PD）を国際公募を含めて採

用することとした。 
 
3. 若手による共同研究の奨励 
 異分野間の協働による新しい視点による研究の

推進と、若手研究者の育成を目的として、COE拠
点内で、博士課程後期学生（RA含む）・ポス
ドク・助教を対象として異なる研究分野間の共

同研究プロジェクトを公募し、研究費を支給す

る「若手連携研究」を推進することとした。 
 
4. 大学院における新しい演習・実習の開講 
 東京大学農学生命科学研究科における産学

連携活動の一環として展開されている大学院

教育プログラム「AGRI-COCOON」と連携し、
修士課程科目として演習と実習を新設し、COE
リーダー・拠点形成推進担当者が担当すること

とした。 
 
5. 市民への環境教育 
 本拠点形成プログラムの国内フィールド研究ステ

ーションを利用し、生物多様性・生態系再生に関

する研究を紹介する公開講座を開講した。海外の

フィールド研究ステーションにおいても、現地共同

研究機関と連携し、公開講座と環境教育プログラ

ムの開発を行うこととした。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

 
 本拠点の研究成果は、自然史や生態学の基礎

的なものから政策提言に係わるものまで多様

な分野にわたる。基礎科学的な貢献としては、

サクラソウ属植物をモデルとして保全と進化

の理解深化に資する「エコゲノム研究分野」を

開拓したこと（鷲谷）、遺伝子マーカーを用い

た魚類系統の解明・整理（西田）、ウナギの産

卵場所の特定と回遊実態の解明（塚本）、渡り

鳥の広域移動実態の解明（樋口）などの研究成

果は、世界的にみて特に顕著なものといえる。

霞ヶ浦などでのウェットランドの保全再生の

研究では、基礎的理解の深化、分析評価技術お

よび再生技術の開発、湿地と人間との関係に関

して多くの研究成果をあげる一方で、現場での

実践を成功に導き、河川管理や自然再生に関わ

る政策にも大きく貢献した。アセスメント分野

では、モンゴルの現場拠点を活用して砂漠化早

期警戒体制を世界に先駆けて構築し、その成果

を日本国政府の公式提案として砂漠化対処条

約締約国会議において報告した（武内）。 
 本COE拠点では、若手を中心とした異分野間
の共同研究を積極的に推進した。その結果、湖

岸湿地を現場とした生態学、水文学、社会学が

連携した湿地利用・保全に関する総合プロジェ

クト、コイが生態系に及ぼす影響評価に関する

生態学、遺伝学、陸水学の連携プロジェクト、

渡良瀬遊水地の湿原植生のハイパースペクト

ルリモートセンシングによる評価手法検討の

プロジェクト、モンゴルの現場拠点を活用した

砂漠化早期警戒体制構築のパイロットスタデ

ィ、ウナギの資源回復にかかわる協働プロジェ

クト、自然再生や生物多様性モニタリングに関

する総合的研究プロジェクトなどで多くの成

果が得られた。 
 これらを通して得られた研究成果は、Nature
をはじめとする国際学術雑誌への掲載論文 約
600編、拠点リーダー・サブリーダーの共著に
よる「生態系へのまなざし」をはじめとする20

冊を超える一般向け図書としてすでに公表さ

れている。また、研究成果のうち、絶滅危惧サ

クラソウ属植物の保全に関する提言や湖岸植

生帯の再生技術の確立といった保全・再生の実

践に関わる成果や、ウナギの繁殖場所の解明な

どの自然史・資源管理の両面から顕著な成果は、

新聞などの多様なメディアでも97回にわたっ
て取り上げられ、社会的にも注目を集めた。外

来種対策に関する研究は市民参加と行政との

協働の下に実施され、マスコミによる報道回数

は59回に及んだ。 
 さらに、研究成果に基づき、拠点リーダー他

が委員となっている中央環境審議会等を通じ

て政策提言を行い、その成果は生物多様性保全

を目的とした法律（自然再生推進法、外来生物

法など）や各省の計画などとして結実している。

また日本政府からの情報発信を通して、国際的

な政策提言（砂漠化対処条約、生物多様性条約

に基づくもの）にも寄与している。 
  21世紀COEの活動において、現場を共有する
ことで異分野研究者、さらにはそこに多様な主

体の参加も得て研究を進め、研究成果を学術的

普遍的な成果として公表するのみならず、現場

での問題解決に直結させ、また政策にも影響を

及ぼすという研究スタイルを確立できたこと

は、もっとも誇るべき成果であると考える。 
 以上のことから、本COE拠点は「目的は十分
達成した」と考えられる。 
 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 

 本COE拠点では、49名のポスドク（主に公募

により採用）を雇用して経済的に援助するとと

もに、円滑な研究の進行を支援した。またリサ

ーチアシスタントとしての雇用は301名にのぼ

る（H15:110名、H16:70名、H17:44名、H18:54

名、H19:23名）。これらの若手研究者は東京大

学、岩手大学、鳥取大学、宇都宮大学、北里大

学、長野大学、ギーセン大学（ドイツ）などの

大学や、国立環境研究所、農業環境技術研究所、

森林総合研究所などの独立行政法人に就職し、

独立した研究者として活躍している。また学位

取得後、日本自然保護協会などのNGOや、企業

の環境貢献に関する監査法人に就職し、生物多

様性保全や自然再生の実務を担っている者も
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いる。 

 COE拠点内で、博士課程後期学生・ポスドク・

助教を対象として異なる研究分野間の共同研

究プロジェクトを公募し研究費を支給する「若

手連携研究」を平成18年度に開始し、平成18年

度には7件、平成19年度には6件について合計

1560万円の研究費を支給してその活動を支援

した。これらのプログラムからは上述したとお

り、分野横断的アプローチによる多くの研究成

果が得られた。 

 また、湿地再生を研究テーマとした若手連携

研究プロジェクトの一つが主体となり、若手国

際研究交流が企画運営された。拠点は、およそ

半分の経費を提供するとともに、拠点代表者を

はじめ拠点事務局が企画段階から実施までき

め細かい助言および実務面での支援を行い、ワ

ークショップや公開シンポジウムを内容とす

るフォーラムを成功に導いた。 

 また、東京大学農学生命科学研究科における

産学連携活動の一環として展開されている大

学院教育プログラム「AGRI-COCOON」において、

「生物多様性・生態系再生フォーラムグルー

プ」を結成し、修士課程科目として演習「生物

多様性と農業」と実習「自然再生事業モニタリ

ング実習」を平成18年度に新設した。これらの

科目は拠点リーダーが責任者となって開講し、

演習では国内で最も先進的な生物多様性保全

型農業・地域づくりの取り組みを進めている地

方自治体の長、農業団体代表、NGO代表等を講

師に招いたフォーラムへの参加、実習では霞ヶ

浦の自然再生事業地における市民参加型調査

への参加を通じて、保全と再生の現場を学ぶこ

とができる、新しい教育プログラムとして定着

した。 

 以上のことから、本拠点は、持続可能性確保

のための新たな総合的かつ実践的な科学の樹

立と、それを通じた総合的・俯瞰的視野を持っ

た研究者および社会の多様な分野で活躍する

人材の育成という目標を達成できたと考える。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的
知見等 

 

 本研究では、上述した国際的に高水準の研究

成果が得られたことに加え、従来の科学の課題、

体制、手法の枠にとらわれない研究・教育活動

を意識的に推進した結果、固定的な管理目標の

元で短期的な便益最大化をめざす従来型の自

然資源管理とそれに関わる科学技術に代わる、

総合的科学の拠点を創出することができた。 

 この新しい研究分野での具体的な研究例と

しては、日本の伝統的な自然資源管理、生態系

修復システムの科学的評価を挙げることがで

きる。水田稲作を農業の主要な形態とし、かつ

ては里山・水辺における洗練された再生可能資

源の伝統的な利用・管理システムを確立してい

た日本における生態系管理、修復における科学

は、欧米とは異なる独自の発展への契機と捉え

ることができる。これらの研究成果を、複数の

英文論文・総説として、国際的にアピールした。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 

 拠点内外に様々な研究上の有機的連携のネ

ットワークが形成された。特に、上述した若手

連携研究では、異なるサブグループに所属する

研究室間の共同研究を特に推奨して実施した

ため、従来の分野の枠にとらわれない新たな視

点による研究が実現した。また、自然再生に関

する文理融合的アプローチによる実践的研究

や、インドネシア・チナダウ川流域での土地利

用と窒素動態に関する共同研究のように、本拠

点形成活動が契機となって新たな複数の共同

研究が開始された。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 

 COEプログラムの推進を通して得られた研究

成果は、Natureをはじめとする国際一流学術雑

誌や、Conservation Biology, Ecological 

Monographs, Journal of Applied Ecology, 

Journal of Ecologyをはじめとする被引用件数

が多い保全生態学・生態学分野での最高水準の

雑誌に掲載され、発表論文総数は約650にのぼ

った。 

 COEの推進を通して、国際シンポジウムや国

際会議の開催が活発になった。COEリーダーや

事業推進担当者が責任者となって開催された

国際シンポジウムは、COE開始前にあたる平成

14年度は1件のみだったが、COE最終年度にあた
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る平成19年度には11件となった。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

 

 本拠点が主催・共催団体となり、拠点形成期

間中に24件の開催された国際シンポジウム・ワ

ークショップを開催した。 

 その中の一つ「湿地再生に関する国際シンポ

ジウム／ワークショップ」では、本拠点の他、

ドイツ・ギーセン大学、ベルリン日独センター、

国際湿地保全連合、ドイツ環境省、バイエルン

州環境省、日本の環境省にも共催・後援を求め、

日本（北海道サロベツ湿原および豊岡市）とド

イツ（バイエルン州およびベルリン）双方で合

計14日間におよぶ「日欧湿地再生フォーラム」

を実施し、200名を超える参加者（うち研究者

33名）を得た（2007年6月にドイツ、10月に日

本で開催）。この活動は、日本およびドイツの

新聞・テレビ（6件）でも紹介された。 

 さらに、国内における市民を主な対象とする

シンポジウム・フォーラムを16件開催した。そ

の中の一つである「自然再生がめざすもの」

（2006年5月開催）では、約80名の一般参加者

を得て、自然再生と環境倫理、自然再生の理念

と政策、自然再生をめぐる世界の動向、自然再

生研究の目的と方向性などについて、議論・議

論を行った。この他にも、「生物多様性と農業」

「生物多様性モニタリング：未来を切り開く協

働調査」「生態学から見た野生生物の保護と法

律：日本の生物多様性を守るために」など、本

拠点がすすめる新しい総合的科学の視点から、

時宜に適った情報発信を行った。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

 

 本研究の補助金は、拠点形成計画に基づき、

ポスドク研究員、リサーチアシスタントの雇用、

若手連携研究の推進、政策研究分野の補強のた

めの特任教員の雇用、国際シンポジウム・ワー

クショップの開催などに活用された。上記の成

果はこれらの人材への投資の効果と考えられ、

補助金は効果的に活用されたといえる。 

 拠点形成推進担当者による個別の研究は、拠

点形成補助金よりも、むしろそれぞれが獲得し

た科学研究費補助金をはじめとする競争的資

金によって行われ、本拠点で使用した経費のう

ちの35%はそのような外部資金によってまかな

われた。 

 

②今後の展望 

 

 COEプログラム推進の中心となった専攻であ

る農学生命科学研究科生圏システム学専攻で

は、この間に生物多様性保全や自然再生に関わ

るテーマが主要な研究課題として定着した。

COEで設置したフィールド研究ステーションを

活用した研究や、海外のカウンターパートとの

共同研究も、主に生圏システム学専攻の研究室

によって継続されている。拠点形成活動を通し

て達成されたアジアの生物多様性・生態系再生

に関する国際拠点としての役割は、今後は生圏

システム学専攻が担っていくことができる。 

 また生圏システム学専攻、海洋研究所、その

他多数の部局・専攻にわたるCOEメンバーを核

とするネットワークを活かし、新しい異分野共

同研究プロジェクト等が提案されつつある。

COEプログラムによって構築された連携は、今

後さらに展開するものと考えられる。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

 

 当COEではアジアの現場における生物多様性

保全・生態系再生と、アジアから世界への情報

発信を重視し、モンゴルやインドネシアなど現

場に研究拠点を設け、現地の多様な主体の参画

による研究教育活動を展開した。この活動を通

して今後の共同研究・教育活動につながる人脈

が構築できたとともに、現場拠点を核とする教

育研究活動というスタイルを国内外にアピー

ルすることができた。 
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鷲谷いづみ.コウノトリの贈り物：生物多様性農業と自然共生社会をデザインする. 地人書館, 2007. 

鷲谷いづみ.サクラソウの分子遺伝生態学：エコゲノムプロジェクトの黎明. 東京大学出版会, 2006. 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

2004/1/6-7. Padjadjaran University (インドネシア). 「Towards Rural and Urban Sustainable Communities: 
Restructuring Human-Nature Interaction.」155名(146名). Plijon, A., Setiawan, B., Asdak, C.ほか. 

2004/1/9-10. Udayana University (インドネシア) 「Toward Sustainable Bio-resources Utilization in Indonesia.」 
65名 (58名) Wirawan, D., Sardiana, I.K., Mirah-Adi, A.A.A. ほか 

2004/2/12-15. 東京大学農学部 「The 1st COE International Symposium “Environmental Degradation and 
Ecosystem Restoration in East Asia.”」 55名 (23名) Ihm, B., Li, W., Ravsalyn, O.ほか 

2004/3/19. 東京大学農学部 「International Symposium on Agronomic research for local people-oriented 
technology development in rainfed rice fields in Thailand」 30名 (3名) Dr. Telma Paris ほか 

2004/6/29-30. Mongolian State University of Agriculture (モンゴル) 「The 2nd International Symposium 
“Biodiversity Conservation and Ecosystem Management in East Asia; In search for Future Academic 
Collaboration between Japan and Mongolia.”」 115名 (79名) Choi, S.-W., Altansukh, N., Javzan, C. ほか 

2004/7/6. 東京大学農学部 「International Seminar: Eradication of Introduced Animals and Plants from New 
Zealand.」 50名 (5名) West, C.J. 

2004/7/15. Northwest Plateau Institute of Biology (中国青海省) 「International Seminar on Ecological 
Restoration.」 15名 (12名) Zhao, X., Tang, Y.-H., Zhou, L. ほか 

2004/7/29-30. 東京大学海洋研究所 「Resources and conservation of the Japanese eel」 190名 (33名) LEE, 
T. W., DOU, S., TZENG, W. N. ほか 

2004/8/23. Stockholm University (スウェーデン) 「The University of Tokyo Forum 2004; Global Sustainability 
and the Human Environment.」 50人 (45人) Kallen, E., Forke, C., Axberg, G.N.ほか 

2004/10/19-22. 文部科学省研究交流センターつくば国際会議場 「The 6th International Symposium on Plant 
Reponses to Air Pollution and Global Change.」 287名 (87名) De Kok, L., Faynolds, J.F., Lawlor, D.W. 
ほか 

2004/12/7-9. 東京大学農学部 「Bridging between Research and Practice toward the Realization of 
Collaborative Forest Governance in West Kutai District, Indonesia.」 37名 (17名) Alexander, R., Devung, 
S., Sardjono, M.A.ほか 

2005/5/13. 東京大学農学部 「International Symposium on the Conservation and Restoration of Sustainable 
Landscape 」 300名 (15名) Anne Whiston Spirn, Jüergen Baumüeller Loreto Colombo ほか 

2006/9/26-27. 東京大学海洋研究所 「Present status and conservation of eel resources」 177名 (28名) LEE, 
T. W., DOU, S. 

2006/12/11. 東京大学農学部 「The ecology of invasions: Japanese species in the northeastern North American 
landscape」 28名 (4名) John A. Silander  

2007/10/11-12. 京都市国際交流会館 「Forest stewardship and community empowerment: Local Commons in 
a Global Context」 50名(19名) Mangala P.DE ZOYSA, Anan GANJANAPAN, WANG Chunfengほか 

2007/6/30-7/6. Bavarian Academy for Nature Conservation and Landscape Management (ANL) and the 
Japanese-German Center Berlin 「Biodiversity and Sustainable Development - Ecological and 
Socio-Economic Challenges for the Conservation and Restoration of Wetlands in Japan and Europe (part 1, 
in Germany)」 85名 (70名) Peter Poschlod, Hans Joosten, Grootjans P. Albertほか 

2007/10/1-10/7. Toyotomi Town, Hokkaido and Toyooka City, Hyogo Prefecture 「Biodiversity and 
Sustainable Development - Ecological and Socio-Economic Challenges for the Conservation and 
Restoration of Wetlands in Japan and Europe (part 2, in Japan)」 126名 (13名) Peter Poschlod, Hans 
Joosten, Grootjans P. Albertほか 

2007/10/4-5. 北海道大学 「Micro- and macro-evolution of fishes.」 80名(15名) A. P. Hendry, C. L. Peichel, 
E. B. Taylor 

2008/2/28-29. 東京大学農学部（弥生講堂） 「JSPS-DGHE Core University Program in Applied Biosciences, 
The Final Seminar on: Toward Harmonization between Development and Environmental Conservation in 
Biological Production」 89名(40名) Herry Suhardiyanto（ボゴール農科大学） 

2008/3/18. 東京大学安田講堂 「Calestous Juma教授特別講演会「科学技術が支えるグローバル社会の持続

性」」 178名 (22名) Calestous Juma 
（ほか4件） 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

＜ポスドクとリサーチアシスタント＞ 
 本COE拠点では、49名のポスドク（主に公募により採用）を雇用して経済的に援助した。またリ
サーチアシスタントとしての雇用は301名にのぼる（H15:110名、H16:70名、H17:44名、H18:54名、
H19:23名）。これらの若手研究者は東京大学、岩手大学、鳥取大学、宇都宮大学、北里大学、長野
大学、ギーセン大学（ドイツ）などの大学や、国立環境研究所、農業環境技術研究所、森林総合研

究所などの独立行政法人に就職し、独立した研究者として活躍している。また学位取得後、日本自

然保護協会などのNGOや、企業の環境貢献に関する監査法人に就職し、生物多様性保全や自然再生
の実務を担っている者もいる。 
 
＜公募型「若手連携研究」の推進＞ 
 COE拠点内で、博士課程後期学生（リサーチアシスタント含む）・ポスドク・助教を対象として
異なる研究分野間の共同研究プロジェクトを公募し研究費を支給する「若手連携研究」を平成18
年度に開始し、平成18年度には7件、平成19年度には6件について合計1560万円の研究費を支給して
その活動を支援した。これらのプログラムからは、リモートセンシング技術を活用した絶滅危惧植

物のモニタリング新技術の開発、インドシナ半島での生物多様性保全と水田管理の両立に向けた研

究の進展、湖岸ヨシ原における生物多様性保全における伝統的管理の重要性評価などにおいて、拠

点の目標に適う新しい視点に基づく研究成果が得られた。 
 
＜大学院における新しい演習・実習の開講＞ 
 東京大学農学生命科学研究科における産学連携活動の一環として展開されている大学院教育プ

ログラム「AGRI-COCOON」において、「生物多様性・生態系再生フォーラムグループ」を結成し、
修士課程科目として演習「生物多様性と農業」と実習「自然再生事業モニタリング実習」を平成18
年度に新設した。これらの科目は拠点リーダーが責任者となって開講し、演習では国内で最も先進

的な生物多様性保全型農業・地域づくりの取り組みを進めている地方自治体の長、農業団体代表、

NGO代表等を講師に招いたフォーラムへの参加、実習では霞ヶ浦の自然再生事業地における市民参
加型調査への参加を通じて、保全と再生の現場を学ぶことができる、新しい教育プログラムとして

定着した。 
 
＜若手研究者が企画するシンポジウム・フォーラムの支援＞ 
 湿地再生を研究テーマとした若手連携研究プロジェクトの一つが主体となり、若手国際研究交流

が企画運営された。拠点の他、ドイツ・ギーセン大学、ベルリン日独センター、国際湿地保全連合、

ドイツ環境省、バイエルン州環境省、日本の環境省にも共催・後援を求め、日本（北海道サロベツ

湿原および豊岡市）とドイツ（バイエルン州およびベルリン）双方で合計14日間におよぶ「日欧湿
地再生フォーラム」を実施し、200名を超える参加者（うち研究者33名）を得た。拠点は、およそ
半分の経費約550万円を提供するとともに、拠点代表者をはじめ拠点事務局が企画段階から実施ま
できめ細かい助言および実務面での支援を行い、ワークショップや公開シンポジウムを内容とする

フォーラムを成功に導いた。この活動は、日本およびドイツの新聞・テレビ（6件）でも紹介され
た。 

 



機関名：東京大学 拠点番号：J04 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は概ね達成された 

（コメント） 

拠点計画全般については、中間評価で要望したグループ間の連携と理論的な補強につい

て、十分な対応が行われたと判断できない。拠点リーダーの個人的な力に頼りすぎたので

はないか。 

人材育成面については、大学院生への学位授与数も含めた教育実績の多さは十分に評価

できる。 

研究活動面については、個別研究に関する論文や著書数が多く、個々の研究業績として

は十分に評価できる。しかしながら、陸域生物と海洋生物を総合化した目的が達成された

のか明確になっていない。 

補助事業終了後の持続的展開については、若手の教育・研究計画案があるが、機関とし

ての優位性を活用した計画のようには見受けられず、本事業の成果をさらに積極的に発展

させてもらいたい。 
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